











































































日本においては，明治 5 年 8 月 3 日（1872 年）「学制」が公布された。この学制によって，
学校制度の体系を決定し，一斉授業による学習が示された。さらに，明治 24 年（1891）文
















































戦後の学校給食の方針が定まった。そして，昭和 22 年 3 月には実施率 23％であったものが





































































CiNii で，1945 ～ 2014 年間に学級経営をタイトルに持つ論文をすべて収集した。なお，
この学級経営の論文の多くは，学術団体の学術誌ばかりではなく月刊誌等も含む。筆者が調
べた限り，学級経営をタイトルに含む査読論文（複数の専門家による審査をうけた論文）は，














CiNii で，1945 ～ 2014 年までの学級経営論文は， 1371 論文あった。年代別学級経営論文
数を示したものが図 1-2-1 である。
図 1-2-1　年代別学級経営論文数
1945 ～ 1954 年間が 222 論文，1955 ～ 1964 年間が 124 論文，1965 ～ 1974 年間が 27 論文，
1975 ～ 1984 年間が 56 論文，1985 ～ 1994 年間が 121 論文，1995 ～ 2004 年間が 299 論文，
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図 1-2-3　1945 ～ 1954 年間，1995 ～ 2004 年間，2005 ～ 2014 年間の
学級経営論文における主なタイトルの論文数
学級経営論文のタイトルに「学年」の意味を含むもの 114 論文（51.4%），21 論文（7.0%），
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26 論文（5.0%）であった。「担任・教師」を含むもの 1 論文（0.5%），31 論文（10.4%），136
論文（26.1%）であった。「学習・教科」を含むもの 4 論文（1.8%），26 論文（8.7%），39 論文（7.5%）
であった。「特殊・特別支援教育」を含むもの 2 論文（0.9%），12 論文（4.0%），84 論文（16.1%）
であった。「学校経営」を含むもの 13 論文（5.9%），11 論文（3.7%），36 論文（6.9%）であっ
た。2005~2014 年間には再び増加した。
「集団」を含むもの 0 論文（0.0%），12 論文（4.0%），31 論文（5.9%）であった。「子ども理解」
を含むもの 0 論文（0.0%），2 論文（0.7%），25 論文（4.8%）であった。「生徒指導・生活指導」
を含むもの 1 論文（0.5%），4 論文（1.3%），25 論文 （4.8%）であった。「個性・個人・個別」
の意味を含むもの 4 論文（1.8%），7 論文（2.3%），16 論文，（3.1%）であった。「道徳」を含
むもの 0 論文（0.0%），4 論文（1.3%），16 論文（3.1%）であった。「目標・計画」を含むも













学級経営論文のタイトルに 1985 年以降に見られたタイトルを検討する。1995 ～ 2004 年，




「学級崩壊」0 論文（0.0%），15 論文（5.0%），16 論文（3.1%），「アセスメント」0 論文（0.0%），
2 論文（0.7%），24 論文（4.6%），「社会スキル」0 論文（0.0%），1 論文（0.3%），20 論文（3.8%），
「いじめ」5 論文（2.3%），8 論文（2.7%），7 論文（1.3%），「保護者」0 論文（0.0%），4 論文（1.3%），
15 論文（2.9%），「通常学級」0 論文（0.0%），0 論文（0.0%），12 論文（2.3%），「エンカウン
ター」2 論文（0.9%），5 論文（1.7%），1 論文（0.2%），「4 月」0 論文（0.0%），0 論文（0.0%），
7 論文（1.3%），「教師教育」0 論文（0.0%），2 論文（0.7%），1 論文（0.2%）であった。ただし，
担任教育はなかった。さらに，「アセスメント」ツールの河村氏の Q-U を活用した研究も 
4 論文（斎藤，2003；野中・西山，2010；明里，2011；石丸・伊勢・三原ら，2013）見られた。
特に 2005 ～ 2014 年間に「学級崩壊」「アセスメント」「社会スキル」「いじめ」「保護者」「通















調査期間は，2015 年 9 月であった。
質問内容は，自由記述によって，ア．学級経営で重要視していること，イ．学級経営形成
の促進阻害要因，ウ．その他の 3 項目である。
分析方法は KJ 法を用い，筆者と教師・元教師の 3 名により，内容の近いものを分類した。






性 経験年数等 性 経験年数等
1 女 1 年目　教職大学院修了 9 男 11 年目




11 女 18 年目
4 女 4 年目 12 女 18 年目
5 男 4 年目 13 男 22 年目　教務主任
6 男 7 年目 14 男 33 年目　管理職経験 4 年
7 男 10 年目 15 女 35 年目　管理職
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